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「2019年版中小企業白書」では、中小企業・小規模事業者にとって、人口減少・少子高齢化が最大
の課題と捉えています。
そこで、今回は、新時代を視野に入れ、①経営者の世代交代と、②中小企業・小規模事業者に期待
される構造変化に対応する挑戦に焦点を当てています。本号では、中小企業白書の一部を抜粋して
ご紹介します。

【経営者の世代交代】
◆ 親族内承継の支援措置は大幅に前進。親族外承継により新事業の展開も期待される

◆ 廃業時に経営資源を引き継ぐことは、旧経営者・起業家の双方にとって有益

◆ 比較的簡単に起業できるフリーランス・副業による創業を促進することも重要

「2019年版中小企業白書・小規模企業白書」
	 の概要をご紹介します

・�これまで、法人向け、個人事業者向けに、贈与税や相続税の負担をゼロにする事業承継税制を
措置。
　�親族内承継の支援措置は、大幅に前進。
　�今後は、親族外承継も一層推進することが重要であり、旧経営者の負担が軽減されるほか、新
経営者による新たな事業展開も期待されている。

・�やむを得ず廃業する場合でも、経営
資源の一部を有償で譲渡すれば、経
営者は、廃業費用の一部を賄うこと
が可能。
・�事業を素早く立ち上げようとする場
合、他者から経営資源を引き継ぐ形
での起業は有効であるが、実際に引
き継げた者は限定的。
・�起業促進の観点からも、部分的な事
業承継として、経営資源の引継ぎを
進めることが必要。

・�クラウドなどのIT技術の発展や働き
方改革の進展によって、フリーラン
スや副業など創業の裾野が広がるな
ど、個人が比較的簡単に創業できる
チャンスが到来。
・�まずはフリーランス・副業で起業し、
その後、事業を拡大するような事例
も存在。起業の一形態として、フリー
ランス・副業による創業を促進する
ことも重要。

※�　ここでの「フリーランス」とは、特定の組織に
属さず、雇用・店舗なし、技術技能の提供で成
り立つ事業を営む者、「副業」とは、雇用される傍
ら、事業を営むことをいう。
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フリーランス・副業の事業拡大状況

経営者が事業を引き継ぐ上で苦労した点 事業承継の形態の割合

起業準備者が引き継ぎたい経営資源、
起業家が引き継いだ経営資源
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【構造変化への対応】
◆ デジタル化社会では、IoT・AIを活用した、生産性向上の取組が重要

◆ 中小企業は大企業にとって魅力的な連携相手。研究開発の促進も重要

◆ 地方の中小企業こそ、域外・海外の需要を取り込むことが必要であり、それは多くの地域で可能

【防災・減災の取組】
◆  防災・減災対策を進めるため、関係者（サプライチェーン、自治体、金融機関、等）も巻き込

みつつ普及啓発を推進することが必要

◆ リスクに見合った災害保険への
　 加入を進めることが必要

・�デジタル化が進展する社会にあって
は、中小企業にとってもIoT・AIを活
用することが有益。
・�データを活用し、業務効率化や売上
増につながる取り組みを促進するこ
とが必要。

・�顧客ニーズの多様化や変化のスピー
ドが早まる中、自社だけで革新的な
商品やサービスを開発することは困
難となり、オープン・イノベーショ
ンの必要性が高まっている。
・�小回りの効く中小企業は、大企業か
らも研究開発の連携相手として期待
されている。大企業の連携を含め、中
小企業の研究開発への取り組みを促
進することが必要。

・�サービス業を中心に、人口密度が低
い地域に立地する事業者ほど、生産
性が低い傾向。
　�人口減少が進む地方では、域外の需
要を如何に取り込むかが課題。
・�訪日外国人が急増する中、外国人の
ニーズに応じた商品・サービスを提
供し、海外需要を取り込むことで、
地方でも高い成長を実現すること
が可能。

・�防災・減災対策を行った企業ほど、
短期間で売上の回復を達成。
・�一方、規模が小さい事業者は、防災・
減災対策の取組が必ずしも十分でな
い。「何から始めれば良いかわからな
い」とする事業者が多く、大企業等の
関係者の協力を得て普及啓発を推進
することが必要。

・多くの中小企業は、損害保険や火災共済に加入。
・他方、水災に対応していない保険や、一部しか補償されない保険への加入が半分以上。
・リスクに見合ったカバー率の保険加入を進めることが必要。
� ［出典：2019年版中小企業白書・小規模企業白書概要（中小企業庁）］
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従業員規模別に見た、loT・AIの導入状況（2017年）

大企業が期待する研究開発の連携相手

訪日外国者数及び旅行消費額の推移

加入している損害保険・火災共済の内訳


